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英国商務省「産業民主主義調査委員会報告書:

いわゆる rバロック報告j について（I )

飯 田 鼎

はしがき

私的産業部門の規模と形態 

変化への圧力

委貝会の前に提示された主要な提案

)1
X
C

イギリス経済が，イタリアとならんで，現在E C諸 

国のなかで潔刻な危機に直面していることは周知のと 

ころである。ウィルソン前首相の下で，政府とTUC 
(労働組合総評議会）との間にとりかわされ’た社会契約 

はすでに期限が切れ，いまやイギリス労使関係は，政 

府と T U C との関係に関する限り， [無協約時代Jに入 

ったといわなけれぱならない。このような事態がおと 

ずれたのは，W75年，激化するインフレーションと物 

価の高騰を抑えるため，賃上げ幅を週6 ポンドになづ 

けるという協定がなされたが，この政策は効を奏せず， 

依然として年率15パーセント以上もの高い均価上昇が 

続いたため，労働者階級を中心とする一般大衆の生活 

は庄迫され，労働組合員のこの協定にたいする不満が 

増大した結果であった。

イギリス資本主義が，ョーロッバ資本主義制のな 

か の r弱い環J を代まし，その/*d:機が深刻化するな力、

で，何らかのガ法でこれをくいとめ，再び活力ある経 

済の体質をとりもどすために，産業民主主義をより徹 

底させる13的をもって，労働者の経営参加への途を開 

こうとするのは，容易に考えられるところであった6
労働者の経営參加については，すでにドイツ速邦并 

和国におけるいわゆる共同決定法があり，またいくつ 

か の ョ ー ロ ッパ諸国が労働者の経営参加への途を開き 

注目を浴びているが，イギリスは，これらめ諸国に伍 

して，いよいよ労使開係における新しい- - 族iをふみW

— 52(5イめ

そうとするかのようにみえる。1975年 8 月 5 日，商務 

大臣ピーター，シ 《 — (the Rt Hon. Peter Shore) 

は，下院において，つぎのような説明とともに， 

r私的部門における役員会レヴ: ルでの代ま権にかん 

する問題につ、て諮問すろためJ の調査委員会を任命 

する意図を公ました。.その説明というのは以下のよう 

である。

■'取稀役会0>ai.ds of directors) の代表によっ 

て，諸会社の管理上の産業民主制を根本的に拡大す 

る必要がうけ入れられること，この過程において労 

働組合担纖の主要不可欠な役割をうけいれること。 

それは，このような産業民主制の拡大が，イギリネ， 

ヨーロッバ共同体およびその他の諸国の諸-経験のみ 

ならず，とりわけ産業民主制にかんする労働組合総 

評議会の報告を考旗にいれて,どのようにすれぱも 

っともよく達成されるかを熟考するためである。さ 

らにまた，会社の能率的な運営および会社法にとっ 

てこうした代表の問題がどういうことを含意するか 

を分析するために，国民経済，被雇用者の投資家お 

よび消費者の利益に注意を仏うということであるJ。 
この委員会はI975年I2月 3 日に発表され，オックス 

フォ一ド，セント，キャサリン，カレッジの棱長アプ 

ン，バロック（Î ord Allan B u llo c k )が議長に任命'さ 

れ，その香員はつぎのようなメンバーから成っていた。 

* ジ《— ジ . ペイン教授ぐProfessor George Bain) (ク 

ォーリック大学，労使関係学部主任）

* ピッグス氏（Mi*. N. P. Biggs) (ウィリアムズ，グリ 

ン♦バンク社長およびエッソ石油株式会社取綿役代:だ>
* ジャック •-キャラ一ド卿 .（Sir Jack.Callard)(前イン 

ピアリアル化学ま業株式会社社長および1976律6 月以降， 

イギリス，ホーム•ストア株式会社社長）

★ぺリー, .ヒース氏（MtvBarde H eath )ぐグ;t スト*
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英■ 商務省 r産業民主主義調あ養員会報告書J

キーンおよぴネットルプオード株式会社）

* クライヴ，ジ;Cンキ，ンス氏（MじClive Jenkins) (科 

学，技術ぉょび管理職め会常任書記）

* ジャック，ジ"3 ンズ.氏 （Mr. Jack Jones) (速輪お 

よび一般労働者組合書記G enial Secretary of the 
Transport and General Workers Union)

* ディウ‘ ィッド' . リー氏（Mi*. David Lea) (；労働組合 

総評譲会, '経済部書記）

* ジ a ン . .メ'ス''ヴ，ェン氏（Mi*. John Methveii) ’(公正 

取引委員会委員長）

★ウ -クダーバ一ン教授'（Prof‘ K. W. Wedderburn) 
(ロンドン大♦経済学部，キャッセルお念教授)

* N. S ‘ . クイルツン（Mr. N. S. Wilscmy’（弁護士）

序言をこよれぱ, 以上のメンバーのうち，メスヴェン

氏は，I9?6年 7 月I5 日に委員たることを辞任し， CBI 
(Confederation of Bridsh Industry‘‘>.‘.英国産業迪盟）

の会長に就任したことが記されている。

このま員会は, その発足後，I2ヶ月以内に報告書を 

作成することを要請された結果，1977年 1 月，議会に 

提出されのが, ここにその内容を紹介するI■産業民主 

主義にかんする調査委員会報告書J のうちの多数者報 

告書である。これとは別に， 3 人の委員が署名した少 

数者報告書があホ。少数者報告書については最後に紹 

介するとして，まずはじめに主報告,，すなわち多k 者 

報告書についてその内容を梭討することにしよう。

( 2 )

この報告書は，結論を別とレて，全部で12章から成 

ゥている。

第 1享 序 論 .'
第 2 享私的部門の規模および形態 

第 3 享変化をまめるさまざまな庄カ 

第 4 享委員会の前に提出された主要な諸提案 

第 5 章扮員会段階 （board level representation)

め代ま制にかん，して，証言によってひきお 

こされた反対および困難な諸問題 

第6 享若干の主要な諸論点 . (some major issues)

の檢討

第7 章会社の諸役員会の構造および機能の面にお 

ける現在の法律とtil行 

第S ぎ会社の諸役員会の構造および機能にたいし 

て従業員代表制の意味するもの 

第 9 章役員会の西構成

- 53(649)

第10ぎ従業員代表制と労働組合の役割

第11-ぎ 適 用 ：会社，会社グループぉよび多国籍企 

業の大きさ

第12享 2 つの必然的に結果する提案：産業民虫主 

義委員会と訓練の規定

そして結-論となっている。

序論においては，この調査報告書が，どのような方 

法で作成されたか，まずその技術的な点についてふれ 

られている0 それによれば，197S年12月12日から翌ア6 
年I2月14日までの約1 年間にわたって，全部で, 29回 

にわたるメンバ一による会合が催され，そのなかには, 
；1976年10月, Sundfet^dale の Civil Service College 
での2 日間にわたる会合も含まれていた。

この間に，この産業民主主義の.問題に利害関心のあ 

る個人および組嫌から聴き取りおよぴ文書による証言 

提出の機会をもち，報告書の作成に大きな示唆をうる 

ことができたといわれる。

ところで，多くの誰人がもっとも関心を示したこと 

は，この報告書の言及する内容が, 役員レヴ:ルの代 

ま制の間題という単一の主題に限定されている点であ 

った。すなわち，会社役員会における従業負代表制の 

問題にその焦点が絞られていることであって，その点 

は事実であるが，しかしそのことは，意志決定の場合 

に，よりjK、、観点からする参加の諸側面を考慮すろこ 

とをまったく問題にしないという意味ではなかった。 

参加についての他のあり方や役員会段階以下での諸変 

化にたいして，役員会段階での参加がどのような関係 

に立つかを無視しては，充分な成果をあげることがで 

きないからである。役員会レヴェルでの参力nにたいし 

て，それ以下の次元での，現実に存在する参加制度の 

多くの例誕が証人その他から送られたのであるが，こ 

の報告は, それらを取り込み，広机な問題にふれたつ 

もりであるという。

そうした観点に基づき，委員会は，E E C諸g r お 

ける従業員の経営参加の実態にふれるため，Wan^^ick 

大学の Social Science Research C ouncilによ.ゥて 

設立されたIndustrial Relations U n itのバットスト 

ン博士（Di*. Eric B atston e)とOxfordのぺ.リオル.力 

レッジ，法律のプ* P — 兼チューターであるデーヴィ 

ス氏（Mr. P. I'. Davies)'にg — 口ッパ大陸における‘

その実態につい't：の調査および研究を依嘱し，その結 

果は, Edc  Batstone and P. L. Davies, Industrial 
Democracy: Eufopean Experience, Two Reports 
prepared for the Iiidiistrial Democracy Committee

挽’ T - " ^ n - T r T T r  一  nn - i .，，n r . .................................... ' , , … 」 し -… ..ぶ -'し,
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(HMSO 1976)となって公刊された。また委員会は，ョ 

一口ッパ大陸の実情を調査するために，二度にわたっ 

てドイツ民主共和およびスウX — デンの複察を行っ 

たことが記されている0
r第 2 享私的部門の規摸および形態J は，国有化さ 

れている産業を除いて，私的企業であって，き社法 

(Companies A c t )の規定に従うものについての実態

の把握および分析であり，その場合，Times Newsp­
apers Ltd, The Times 1,000, I975- 19?6が参考にさ 

れている。この第2 章は，現在のイギリスの企業の状 

況を明らかにするものとして，イギリス経済，ひいて 

はイギリス資本主義の実態の側® にふれるものであり， 

法目すべき間題を秘めている。

この表は，国営企業や建築資金貸与•組合 (building

第 1 表速合王国における200人以上の従業員を有する連合王国系企業（産室別分析と従業員数）

標 準 産 業  

分 類 順 位

連合王国民 

従業員数

1一 i n 食品，飲料およびタパコ 

IV- V , 石油製品およびイ匕学製品ぎ…
金属，機械，造船，ホ輔.......

XIII —X V 繊維および衣類‘ *.............
XVI — X I X その他の製造業......................
XX, X X I I 建設，運輸および報道 .

X X I I I 卸売および小売り.  .........
X X I V 保険，銀行，金融および実業

業務.........................■......
X X V I 諸種のサーヴィス業

総 計

201 '

500

501~ 1,001〜2,001〜5,001〜10,000 2,000
以上の

1,000 2,000 5,000 10,000' 以上 合計
合託

企業の数（括弧内は海外からの支配をうけるもの）
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5 5 ( 3 )

)109(11) 
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30(22) 
125(61) 
551(131) 
154(10) 
281(29) 

) 198(8)  
261(30)

295(27)
99(17)

738(100) 2,094 
(335)

s o c ie ty ) ,あるいはjg同組合のような会社法の適用さ 

れな'/、企業を含んでいないが，1973〜 4 年にかけて公 

まされた連合王国における従夢員200人以上の企業の 

数を示すものである。これによれぱ，200人以上の従業

員を雇用する企業はほぼ2 ,1 0 0 ,その57バーセントが, 
1,000人もしくはそれ以上の企業であり，そのおよそ 

3 分の2 にあたる738；i^業は，2 ,000人以上を雇ってい 

る。しかしながらこのことは，この統計が, U K の

第 2 表 U K および海外の従業員数からみた大規模なUKの企業

U K 従 業 員

発表されていない， 

1,000人以下…， 

1.000〜2,000人‘ 
2,000〜3,000人 . 
3,000〜4,000人 . 
4,000〜5,000人. 

5,000〜7, 500 人‘ 
7,500 〜10,000人 . 

10.000〜20,000人‘ 
20,000〜50,000人. 
50,000人以上........

総 計

企 業 数

1,000

総 数 （単位1，000)

18 不詳

184 91
174 264
157 394
100 351
67 297
94 567
51 444
73 985
56 1,674
26 2,093

7,160

総 I数 （単位1Jx>)

2,241

54(550)
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2,000人以上を廣用するすべての企業を包舍している 

という意味ではない。何故ならぱ，これらの諸企業は， 

事契，会社グループであり，持株会社（holding com­
pany や子会社(subsidiary company)の柴団となって 

いることが少なくない。従って，これらの金業数を正 

確に把握するととは困難である。

表のなかでわれわれの注目をひくのは，[海外から 

のキ配を 6 ける企業  j (the enterprises controlled 
from overさeas)の場合である。この種の企業は，まの 

示すところによれば， 6 ないし7雜位の企業のなかの 

1 位であり，決定的に道要な部分をなしていないが， 

この場合， I■海外からのま:配J というもののうち7 0パ 

-セントはアメリ力合来国企業の子会社から成って 

おり，約10パーセントは，EC諸国内の企業の支配を 

うけるものである。 ’
第2 表は， rザ ♦ タイムズj 紙が，1975年から76年 

にかけてUKの代表的な金業1,000を掲げたものにより， 

その従業員構成を明らかにしたものであるが，その5 
分の1 弱が従業員1,000人以下の企業であり，逆に3 
分2 以上の企ぎが，2,000人もしくはそれ以上を雇用 

している。すなわち，10,000人もしくはそれ以上のUK 
の従業員を雇用する155の企業があり，この国の全労 

働力の約4 分の1 以上にあたを700万人が，私的部門 

の大企業に雇用されており，このことは，私的部門の 

労働力1,800万人，公共部門（public corporations, 
nationalized industries) に働 くはとんど200万人，教

機関を合む地方自治当局（local authcjrities)に雇. 
巧されている300万人， 国民健康保険事業（national 
Health Service) や郵便事業を含む中央政府に雇用さ 

れる3,200万人，これらを合計したもののなかでかな 

り大きな比率を占めることを物語っている。

• こうした資本の集中，集積にともなう労働力の独占 

的大企業への染中傾向は，第 :2次大軟後,イギリスの 

みならず，いずれの国においてもいちじるしい傾1̂ 0で 

ある力;，報告書は，イギリスにおいてもっとも顕著な 

例として， EEC Economic Survey .1970によれぱ， 

1，000人以上を雇用する大企業によって製造される生 

鹿ia•および雇用労i!l力が，UKの場合，他のEC諸国， 

スウェーデンおよびアメリ力合衆国よりも一貫して高 

いととを指摘している。

だが問題は，これらの大企業の株主が誰であるかと 

いうことであり，報告書は，その枕主について分析し 

ている。それによれぱ，1%3年から73年までの;10年間，

UKの一般の枕式所有者についてみるに，U Kに住ん 

で、、る一般市民, 指定執行者（executor)および受託人 

(trustee) などが所有する株式保有率は減少の傾向に 

あり，1963年には59パ一セントをしめたものが， 1973 
年には42パ一 セントになった。そしてこれに代づ て，

慈ま団体，金融に関係のない会社,公共部門および海 

外の保有者が増大しているという。

以上の’ようにのぺて報告書は，金業の資本構成の問 

題，つまり第3 表に入ろうとするのである力;，第 2 表 

に顕著にあらわれた労働力構成の問題{■こついてふれて 

いないのは奇異である。あるいはこの問題は，いずれ 

他の個所で触れられるのかも知れないが，ともあれ筆 

者の見解を披循しておこう。

U K の企業規模で比較的大きな比率を占めるのは， 

ひとつは従業員1,000人未満の中小企業であり，いま 

ひとつのグループは，1,000—2 ,000人 ,2 ,000〜3, OOO人 

そして3,000〜4,000人のグループであり, この第2 の 

グル" プは43バーセント'をしめている。いわゆる巨大 

企業を除く，中堅企業および大企業というところであ 

ろう。ところで5,000人以上の巨大企業9 場合，それ 

以下の企業との間にみられるいちじるしい差異は， 

U K 以外の海外からの従業員の比率がにわかに高まる 

ことであり，たとえぱ5,000人〜7,500人規模の94企ぎ 

の場合，U K の従業員力';567,000人であるめにたいし， 

海外からの従業員は，154,000人であって， この想摸 

の企業に働く全従業員にたいする後者の比率はi 27パ 

一セント強である。以下7 ,500〜10,000人の51企業の 

場合23バーセント，10,000〜20,000人の73企業の場合 

は21パーセント, また, 20,000〜50,000人の56企業の 

場合は40バーセント，そして50,000人以上の26企業に 

ついては，30バーセントとなっており，慨して臣大企 

業の場合，U K 以外の海外からの従業員の比率が30パ 

一セントないし40バーセントに達していることが判明 

する。こうした従業員構成が，もし将来，従業員代表 

の取输役会への加入が決定的になった場合，複雑な問 

題を投げかけることは蓉易’に想像されるが,ここでは 

ただ，こうした労働力構成が，労働者の経営参加にあ 

たっても，他の国とはちがった結果をひきおこすかも 

しれないという予測だけにしておこう。

との点は，後に吏めて論じられる機会があるかもし 

れない0 つぎに第 3 に移ろう

第 3 まについて，報告書はまず，ィギリの会社は , 
その資金総額の76パーセントを内部® 保，すなわち40

L .
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バーセントは内部留保利潤および36パ一セントは減価 

償却費によっていると指摘している。しかしそれにし 

ても，外部資金のうち，銀行借入れ額の比率の低さに 

誰しも驚かざるをえないだろう。報告* は，[1973〜 75 

年にかけて銀行借入れが異常に重要な役割を果すよう 

になったj (P .8) とのべているが，それは，銀行借入 

れ金額が，総資本鶴のうち20バーセントから30パーセ 

ント近くに増加したことを意味する。

それにしてもま己資本率の高さに比較するならば， 

日本と比較した場合，この程度ではおよそ問題になら 

ないのではなかろうか。しかし同時にこのこと力’、，資本 

の有機的構成の異常な低位性，生産性の低さ，その結 

果としてのコストの上昇と輸出の不振，ひいてはイギ 

リス資本主義の構造的特質とその脆弱性を示唆するも 

のであることに留韋しなければならない。だが，報告 

書は，われわれ日本人にとってはきわめて異常である

とも思われるイギリス経济の特與性については何もふ 

れるところがない。ただ，第 2 表を補足する意味で 

び労働力問題にふれ，さきめ rザ ，タイムズj 概の掲 

げた1,000社のうちの700社にたいし，U K 以外の海外 

からの従業員数につ、、て訊ねるアンケートにたいして 

66バ一セントの回答がよせられた。それによれぱ,全 

体として大企業のグル一プー一ここでどのレヴ- ルか 

ら大企業に入るのかが明確ではないが—— の場合, 200 
万人以上が海外からの従業長で‘あり，U K の従業員は 

700万人以上にのぼることになっている。すなわちUK 

において2,000人以上を雇用する624の企業のうち，少 

なくとも320社 （a パーセント）は何らかの形で海外か 

らの従業員をもち，35の企業（6 バーセント）が， UK 

の従業員よりも海外から©従業員をより多く雇用して 

いることを明らかにしている。

以上のような資本構成および労働力構成の下で，労

第 4 表 1M8〜74年の時期のUKにおける労働組合員および組織率

年
労 働 力  

(単位1,000)
労働力におけ 
る年変化率 組合員総数

組合員におけ 
る年次变化率

組合組綠率

1948 20,732 9,362 45.2
1958 22,290 木詳 9,639 不詳 43.2
1963 23,558 不詳 10,067 不詳 42.7
1968 23,667 不詳 10,193 不詳 43.1
1969 23,603 - 0 .3 10,472 + 2 .7 ，44.4
1970 23,446 一 0*7 11,179 + 6.8 47.7
1971 23,231 - 0 .9 11,127 一 0 .5 47.9
1972 22,959 + 0.3 11,349 +2*0 49.4
1973 23,244 + 0.4 11,755 + 2 .7 50.4

56(662)

r三田学会雑誌j 70巻- 5 号 （I977年10月)

第3表 1950〜75年の製造業，分配業およびその他の諸業務における

上掲大会社の基金源資（パーセンテージでます）
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どのようになっているのであろう働祖合の組纖率は，

か。 ， .
第4 表をみるに，労働力はこの25年間に，2 ,512,000 

人の増加があり，8 .4パーセントの増加であったのに 

たいし，組合員の増加は2 , 393, 000人である。組合員 

の増加率は5‘2バーセントである。この第4 まを含む

第!•()表までのまはすべて， British Journal of Indu­
strial Relationsの, 1976年11月号にを:まされた'Union 
Growth Revisited r 1948-1947 In Perspective’ K  よ 

る。この論文は，ウォーリック大学，労使関係の講師 

Robert- P r ic eおよび同じくウォーリック大学の，労使 

関係研究所長George Sayers B a inの手に成るもの

第 5 表 1»48〜 74年の時期における産業別組合員数および組織率

( 1 )

磨 業 労

農業および林業‘‘‘，‘，•，，‘-
m  ........
m m ，. ..........................
他の諸紘業  .
飲食物 .......... .......
煙草."  .............
化学   ...................
金属•機械  .
綿および人造繊維，，‘•…
他の繊維     .
皮革........................... ‘…
衣服 ................ .
履物. . . ........... ...............
嫌冗および建築資材‘… 
陶器，…  ........
ガラス

木工家具............. ....
紙 ，̂ 刷および出版，…

雄設業............……，……

ガス，電気および水道 

後道...............…………，

道路建設 ................
海上運輸.….....................
港湾および国内水運，•••••
航空運輪............
郵使•魔信… ，，……，，…，I
分 ®‘，‘，，…り   .
保險，銀行および金融…
拱楽および医療サーヴィス 

保他，…................  "…
ホチル業‘‘.................
他の専門的サーヴィス‘，

教I fおよび地方行政…，， 

中央行政

1 9  4 8 1 9 7  4

働 力 組合員数 組 織 率 労 織 力 組合員数 
位1,000)

組 織 率
i位1,000) (単位1,000) (%) 1 (単位1,000) ( % )

785.9 215.7 27.4 415.5 ， 92.3 22.2

37.7 14.9 39.6 12.2 7.4 60.5

802.7 Q75.3 84.1 314.0 302.1 96.2

81.4 37.0 45.5 50.6 26.2 51.8

597.4 227.4 38‘1 1 783.9 401.1 51.2
49.1 26.1 53*1 J

426.8 127.3 29.8 483.6 247.4 51.2

3,676.1 1,837.5 50.0 4,118.0 2,862.2 69.4

395.2 276.6 70.0
1 596.7 243.8 40.9

533.3 180.4 33.8 1

79.0, 24.7 31.2 44.0 20.5 46.6

429.1 145.5 33.9 345.8 207.7 60.0

139.5 .92 .8 66.6 87.1 68.8 79.0

172.2 70.1 40.8 171.9 69.4 40.4

75.3 31.3 41.5 60.5 56.8 93.8

68.1 28.2 41.3 74.5 58.5 78.5

279.8 122.0 43.6 289.6 102.0 35.2

455.5 264.1 . 5 8 . 0 596.1 426.6 71.6

97.9 48.5 49.6 127.2 71.1 55.9

1,353.7 613.2 45.3 1,428.8 388.1 27.2

322.9 2i8,3 67.6 352.3 324.0 92.0

694.9 612.1 88.1 224.0 217.0 96.9
(2) (2) . ( 2 ) ( 2 )

490.6 295.0 60.1 468.3 445.4 95.1

120.8 108.0 . 89.3 90.6 90.3 99.6

155.7 123.2 7 9 .1】 81.5 77.2 94.7

32.1 13.0 40.5 79.8 74.7 93.6

353.2 283.4 80.2 509.7 448.1 87.9

2,167.9 325.3 15.0 2,810,1 321.8 11.4

425.9 137.1 32； 2 680.5 305.1 44.8

238.4 95.7 40.1 189.6 123.0 64.9

525.9 204.6 38.9 1,175.2 715.8 60,9

708.1 不詳 ---- 824,2. 42.5 5.2

276,8 木謎 —-- - 470.2 17.6 3.7

1,280*5 792.2 61.9 2,752.4 2,356.0 85.6

724.1 .480.6 66.4 023.7 .564.5 90.5

57(555)



組 合 担 織 率 増 加

1948 1964 1970 1974 1948-74 1970-74

ホワイ . ト，カラー 30.2 29.6 35.2 39.4 + 9 .2 + 4 ，2
筋 肉 労 働 者 50.7 52.9 56.0 57.9 + 7 .2 + 1-9

5 8 (5 5ィ）
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である。第 4 まの労働組合員の組織率を，産業別ある 

いは職業別に分類したものが第5 表で、ある。

まずこの第5 まが，1948年から73年に至る実に四半 

世紀にわたる統計である以上，産業構造の変化および 

労働組合運動の变遭によって，組織率にいちじるしい 

液化をみたことが窺われる。目立った特徴として， 19 
48年の時点で，50パ"セントの組織卑を保持した産業 

ないし職業は，25年後もその水準ないしそれ以上を維 

持したのにたいし，1948年には，50バーセントに達し 

なかった部門のなかで, 1973年には50バーセントの組 

織率をはるかに超えたものも少なくない。しかしこの 

場合注意すべきととは，組織率増大の原因が単純では 

ないことである。

1948年の時点で組織率50バーセソトの産業を中心と 

して, この表を概f廣すれぱ，つぎの2つの特徴に気が 

つくであろう。すなわち，ひとつは，その産業に従事 

する労働力，いわゆる雇用労纖力が増加し，従って組 

合員数も増大した結果，組織率が高まる場合であり， 

他は,産樂構造のはげし、变転のなかで,雇用労働力が 

減少し，組織率が低下した場合である。前者を代ます 

るものとして，rガデス製造j , 【紙 . 印刷および出版業J 
rゴムJ ,rガス*電気および水道業J, r航空運輸J, r郵 

使および電信事業j, r保健j , 「教および地方行政 j 
などがあげられる。他方これに反し，後者を代表する 

ものとして， 「炭坑業J, rその他の鉱山業J, 「綿業お 

よび人造繊維J , 「その他のm維 産 業 [服飾産業J, 
r陶器J , 「鉄道j , [陸上運輸J , 「海上運輸」， r港湾お 

よび内水運 J , 「媽楽および医療サーヴィスj および 

r中央行政J などをあげることができる。

全体としての傾向をみるに，滚 2 次大戦後，鉱山業 

第 6表 I948年からI974年までのUKにおけるホ，

および繊維産業における組織率のいちじるしい低下敏 

向が，これらの産業の雇用労働力の減少と密接な関係 

をもっているといえよう。もっとも石炭を舍む鉱山業 

の場合には，雇用労働力の減少が，逆に祖織率の增加 

となってあらわれており，こめ，ことは，戦後のイギリ 

スにおける炭坑運動の強力な闘f t力の基盤を成してい- 

ると思われる。『産業J および r陸上運輸j のところに, 
(l)j (2)と註記があることについでは，つぎのように説 

明されている。（1)は， [ことでいう産業のなかには， 

このまにふくまれていないものもある。つまりさま 

ざまな運輪業務，その他の製造業（ゴム部門はより少な 

い比率力し力、含まれていないが)，さまざまなサーヴ，ス 

業務 GH齒 fr有 property owning) , 広告および市場調 

査，他のサーヴィス業務，他のところには位置してい 

ない中央事務所，他の雑多な諸サーヴィス業務（貼け 

事，ギャンプル，整髮およびマニキュア，洗溜業，ドライ. 

クリーニング, 自動iji修理，配達業者’ ガレージ, 自動車給 

油所，靴の修理業および他の諸業務）である。これらの異 

質な産業グル一プの場合の組合組織率は，1974年に3 
パーセント以下であり，全雇用量は240万人であった。

(2)は，これらの表に掲げられている数字は，実質的 

に誇張されている。というのは，運輸一般労働者組合 

(Transport and General Workers' Union) の商業臂 

易グループ（Commercial Trade Group)'に厲してい 

て，運搬会社および製造会社Ormnufactui-ing con. 
cerns) によって雇用された人々をさし引いて計算す 

ることができなかったからである。この後のグループ 

の組合員数は，これに関係のある製造業に分類される 

ぺきである，ということである。

組 合 員 数  
(単位1,00の 増 力 I I 率 （％)

1948 1964 1970 ■ 1974 1948-74 1970-74

ホ ワイ卜，カラー

筋 肉 労 働 者

1,964

7,398

2,684

7,534

3,592

7,587

4,263

7,491

+117.1  

+  0.1

+ 18.7 

一 1.3
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-^ ^して明らかなととは，ホワイト，カラー労働者皮映しているととがうかがわれる。第 7 まは，見方を 

の量的増大と組纖率の堆加である。とれに比べるなら力、えて:1048年年から74年までの娱造業大jk業の組做状 

ぱ，筋肉労働者の増加率は低く，組激率もまたこれを態。

第 7 表 1048年から1074年までのUKにおける大製造企業の組織状況

1 9  4 8 1 9  7 4

労 働 力  
(単位1,000)

組 織 率 
(%)

労 働 力  
( 鞭 1,000)

組 織 率 
(%)

/V YK 进 ............ .............. ......... "  "  "  • 6.709.3 

5,193.9

4.268.4

52.2

67.4

82.1

7,778.9

6.292.4

5.422.5

62.2

76.9

89.2

全裂7G菜 ......................................................
100人は下の労働者を雇用する金業を除く 
場 F，....... *................ .. * * ..
200人以下の労働者を雇用する企業を除く 
場合........................................................ ..'....

第6 まがポすように，1948〜74年の4 半世紀におい 

て，筋肉労働者の組織率は，ホワイト，カラーのそれ 

に及ぱないことが明らかになったが，しかしそれにも 

かかわらず，第 7 まは，100人は下の小企業に雇用さ 

れていき労働者を除外した場合には，組織率の増加

力;，わずかながらみられるとしている。これは何を物 

語るのであろうか。この時期におけるいちじるしい資 

本の盤中，榮積と小企業の大企業への合併吸収と組合 

員の失業化の激イ匕か？ 0
第 8 |^ は，製造業における大企業労働者の労働力お 

第 8 表 1074年, UKにおける産業部門別，工場規模别の組織状況

労 働 力  
(単位1,000)

組 合 員 数 ’ 
(単位1,000)

組 織  
(%)

率

合 計 ，‘，‘..................... ........... 23,339 11,755 50.4

公共部門を除く.............................................. 6,113 5,079
6,676 38.817.226

農業，漁業および森林業を除く............ ... ..... 428
16,798

100
6,576 39.1

分配部門を除く......................... ....................... . 2,810 322
6,254 44.713,988

建設部門を除く................................................... •1,429
12,559

388
5,866 46.7(2)

雑多な諸業務を除く.................................. ...... 1,622
10,937

(4 ) ■
5,866 53.6(3 )

他の私的部分の業務を除く…..................... 1,294 (4 )
5,866 60.89,643

100人以下の労働者を雇用する製造業企業を
297除く. . .....................................，............... ..... 1,487

68.38.156 5,569
200人以下の労働者を雇用する製造業企業を

348除く............................................ .................."…， 870
71,77,286 5,221

よび組織率を算出したものであるが，報告書はこれに 

ついて，小企業および公共部門の労働者を除いて，製 

造菜部門の14的大企業労働者の組織率の算定を重視し 

ている（P . I5)。この結果によれぱ，公井部門，農業， 

游業および森沐業，分配，建設，雑多なサ一ヴィス部 

門，他の私的サーヴィス部門, 100人以下の労働者を肩 

川する製造業および200人以下の労働者をffl用する製 

遺業，以上の部門の組合具数は，第 7 表の結果により 

無祝してもそれほど大きな影響がな\/、という现由から， 

大企業に雇用されている組合員は5 ,221,000人という 

ことになる。ただここで間題と思われるのは♦『200人以

下の労働者を雇用する製造業の企業J (Manufacturing 
establishments with less than 200 w o rk ers)という 

表現は不精確ではなかろう力、。正しくは，「101〜200人 

までの労働者を雇用する製造業の企業J とすること力'; 

必耍であろう。

なおこのまには，（1)から'(4)までの註記がみられるが， 

fl)は， •'標準ダf!業分類』 （standard Industrial Classifi­

cation) に規定された分類に従う。（2〉は，財座-所有お 

よび経営，広告およびホ'場調その他のサ一ヴィス 

業務，調髮，洗濯業， ドライ‘ クリ一ユング，自動取’ 
修理，靴修理，その他の雑多な業務およぴ舍庫を合む。
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《3〉は，法律，計理，宗教，ホチルおよびまかないを含い傾向が明らかとなった。さらにつぎの第9 まは,今 

む。（4)は，無視してもよい組合員数。 世紀初頭には1,323であった組合数が，1960ギには664
以上第8 衷までの統計によって，U K において，近 になり，1074年，雇用者（Departlnenl： of Employ. 

年，少数の巨大組合に組合員数が，中するいちじるしm ent)の記録によれば，488になったことを示している。

第9 表 UKに紐ナる労働組合の数およが規模とTUC (労働組合総評議会）への加入状況

労 働 組 合 の 数 1960 1965 1 1970 1973 1974

組合員数による分析

1,000人以下...................................................... ................... 362 333 291 253 258
1,000〜10,000人.............................................. ................... 209 193 152 157 142

10,000〜50,000人.......................................................... . 55 59 69/ 47 48
50,000〜100,000人................. ............... ............... .............. . 21 20 17 14 15

100,000〜250,000人............................................. .................. 10 8 14 13 14
250,000人以上.......................... ................................................ 7 10 9 11 11

労 働 組 合 総 数 664 623 552 495 488

TUCに加入する組織数.......................... .................................. . 183 170 142 109 111

組 合 員 び |1位1,000)
組合規模による分析.......................... ...................... ....... .........

1,000人以下............ ................................... .......................... 91 86 76 70 74
1,000〜10,000人....................................... ........... .............. 646 602 517 507 452

10,000〜50,000人.......................... ................. ...................... 1,102 1,306 1,037 1,088 1,120
50,000〜100,000人................. .................................... ........... 1,405 1.394 1,202 997 1,045

100,000〜250,000人. . .............................................................. 1,742 1,189 2,188 1,810 1,995
250,000人以上 .......................................................................... 4,848 5,746 6,155 7,035 7,264

全 労 働 組 合 の 組 合 員 総 数 9 ,8 k 10,323 11,175 11,507 11,950
TUCに加入している組織の全組合員数................................. . 8,299 8,868 10,002 10,022 10,364

第 9 まをみるに，組合員10,000人以上れ組合が， 数11,9印, 000のうも，実に10,364,000人，すなわち全 

10,000人以下の組合の30パーセントに達していること労働組合員数の85バーセント以上がT U Cに加入して 

がわかる。そしてT U Cに加入している組合は全体のいるのをみれぱ，おそらく組合員数10,000人以上の 

組合の20バーセントであるのは，T U C への加入率が組合の多くが，T U Cに加入していることが想像され 

いかにも低いように思われる。しかし，全労働組合員る。

第10表 UKにおける大組合と小組合における組合員比卒(Sourc6: Dept, of EmploymentGozette,Nov.1976)

年 度 1 9  6 0 1 9  7 0 1 9  7 4

組合数
組 合  
員 数

(単位1,000)

全組合 
員数の 
比 率

組合数
組 合  
員 数

(ni位し00の

全組合 
員数の 
比 率 .

組合数
組 合  

(4 i,o fo )

全組合 
員数の 
比 率

100,0り-0人もしくはそれ 
以上の組合員をもつ組合 
50,000人もしくはそれ以 
上の組合員をもつ組合… 
10,000人もしくはそれ以 
上の組合員をもつ組仓... 
10,000人以下の組合員を
'もつ組合...........................
1,000人以下の組合員を 
もつ組合-.........................

17

38

93

571

362

6,590

7,995

9,097

737

91

67.0

81.3

92.5

7.5

0.9

23

40

109

443

291

8,343

9,545

10,582

593

76

74.7 

85.4

94.7 

5.3  

0.7

25

40

88

400

258

9,259

10,304

11,424

526

74

77.5 

86.2

95.6 

4.4 

0.6
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この第10まをみて興味深く感じられるすト実は，組合 

員の奨に95.6パーセント力U 0 ,000人以上の組合に加入 

していろことである。100,000人以上をとっても7 7 ，5 

バ一 ントに達することである◊いかに巨大組合のま 

配が徹底して、、るかを示すものである。これらの大組 

合の力を考慮することなしに，イギリス政府が何事を 

なしえないととろに大きな問題があり，今回の経営参 

加制度の1»̂；みは，この背景下に示唆されたのである。

• ( 3 )

報告書は，以上に考察した労働力構造および労働組 

合組織の現状の分析ののち，現在のイギリス経游の 

内部にどのような変化がおこり，どのような対応が求 

められているかという点について，（1)産業上，社会上 

の変化，（2)社会的な諸变化，（3)労働組合と立法上の発 

展，（4)ヨーロッパにおける発達，の諸項目にわけて論 

じている。すなわちまず，第 2 次大戦後の20年間にお 

いて，巨大企業の発展の結果として，たとえば1953年 

UKの100の製造業企業が，全生産物 (total net out- 

puりの25パ" セントを生産していたのにたいし, 18年 

後の1971年には，約40バーセントを生産していたとい 

うこと（P. 2 0 )からも窺うことができる。こうした巨 

大企業のもつ支配力にたいして，他には強力な労働組 

合が存在し，大企業経営の運営そのものに大きな影響 

をあたえている。

すなわち，一方において巨大経営内部におけるいわ 

ゆる「経営者本命J Cmanegerial revolution')が進行 

し，権力は取缔役会.（boards of directors) の手中に 

集中し，法律上は，取蹄役は株主によって任命される 

が，株主は，ひとつの団体として活動するととはでき 

ず, 従って財政的な危機が切迫することか，あるいは 

取綿役会内部に何らかの対立抗争のような異常事態が 

おこるのでなけれぱ，株主が企業の意志決定機構とし 

て登場することはまずありえない。

報告書はこのように，経営者革命の意義について 

ふれた後，最近め異常な速度で展開される技術変化 

(technological change) と魚激な経请変動の結果と 

して《取缔役会は新たな問題に直商しなけれぱならな 

かったという事.実を，つぎのようにのべている0
「大会の取缔役や執行部は，新しい技術の導入 

や工場設備の冉装備もしくは新しい地方への生産 

設傭の移転についての重要な説綿投資の决定など 

にしぱしぱ直面する。そしてしぱしぱ彼らの決定

  61( 557)

は，数千人の従業員の生括に密接に関速し，そし 

てこのような場合には，経営者側がこれらの従業 

員の利益を考慮にいれるためだけでなく，意志決 

定のプロセスに積極的に参加させる機会を得るた 

めにも，これらの従業員の権利を否定することは 

ますます困難になるJ (P .ゆ 。

要するに報告書は，民ぎ的な諸原則の観点からして， 

労働組合を企業の意志決定機構に何らかの形で参加さ 

せるべきであり，もしそうしなけれぱ[従業員は，い 

まや労働組合の組織や権力の強化を通じて，自分たち 

の生活や安定を脅力、す変化が実際におこることに抵抗 

する立場に立つJ と断g している。

注目すべきことは，報告書は，こうした経営参加の 

緊急性が，たんに産業民主主義の間題としてだけでな 

く，イギリス経済の衰退によってきわめて切実なもの 

となった事実を認めて，つぎのようにのぺていること 

である。

[つい最近，政府，経営および労働組合などが 

共通してもった認識は,つぎのようなものであっ 

た。すなわち，イギリス産業は，もしこの国の産 

業上の成泉が，比較的衰退しているという状況を 

くつがえす希望が少しでもあるならぱ，それは， 

変化にたいしてもっと責任をもつべきであるとい 

うことである。これは，三部からなる産業上の戦 

略の発展を導き出した。これは♦イギリスのま業 

上の諸問題が，産業め成果を改善するための共同 

一致した行動によってうまく改善されるという仮 

定にもとづいているのであるJ (P. 22)。
報告書は，この目的，すなわちイギリス産業の再生 

のためには， f国民的な諸要求と諸自的に大企業の計 

画とを調和させることの可能性を保証する有効な構 

を発展させるJ ことが必耍であり，そのためには，労 

衡I組合が，その戦略において果す役割が基本的である 

ことを訴えている。そして企業（会社）レヴェルでの 

意志決定における従業員の果す役割という新しい概念 

は，ただイギリス経済の衰退にたいするその再生々い 

う対応策としてだけ発生したものではなく,一述の社 

会変化 (social changes)の結果であるというo'その 

社会変動とは，（1)第 2次大戦後，急速にたかまった教 

育水準と生话水準，（2)その結果としての大衆意識の変 

貌，（3)労働者大来による企業の意志決定への参加意識 

の向上とこれによって，みずからの力により労働環境 

を支配したいという愁求としてとらえられている。

すでに1968年， ドノヴァン委員会(Donovan Com­
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m ission)は そ の 報告書（Report of the Royal Com， 

mission on Trade Unions and Employers’ Associa- 

t io n )において，地方的なレヴ:t ルでの交淡の主体と 

して，シ g ジプ . スチュアード運動の重耍性を指摘し， 

すでにT U Cを中心とする全国レヴェルでの交渉を補 

完する不可欠の機能となりつつあるととが指摘された 

力' ; , この報告書はさらに進んで，団体交渉の範囲拡大 

にたいする要求が切実なものであるとして，つぎのよ 

うにのベている点に注目しよう。

f■労働組合はもはや資金や労働条件の問題 

(questions of pay and con d ition s)にだけ举中

的にとりくんでいるのではなくて，伝統的に経営 

侧の特権であった諸決定をあつかう領域に団体交 

渉が拡大することを強く要求してぃるj (p. 23)。
このような労f動組合の要求の面での変化は，1975年 

の 「雇用保護法j (Employment Protection Act 1975) 

および1974年 の r健康および安全法 j (Health and 
Safety at Work A a )となってあらわれた力;，前者は， 

余剰人員の削減など，従来，経営側の専決事項であっ 

た問題に，組合との共同の規制へ権限を拡大するもの 

であり, 後者は，職場における安全象員会（Safety 
Com m ittee)の設置を義務づけるものであり，こうし 

た立法の面での発展は，従来のnational level, local 
lev e l.および shop'floor le v e lの交渉にする問題の解 

決とは別に，ある意味ではこれより進んだr会社の決 

定のより高いレヴェルへの共同規制の拡大j (the ex­
tension ol joint regulation to higher levels of comp, 
any decision-making) という緊急な要求をつくり出 

しているというのである。

すなわち， nationai le v e lおよび local l e v e lでの 

労働組合の参加への実質は'そなわってきたのに，この 

兩者には超え難ぃギャップが残り，これを補完するも 

のとして，会社の政策決定におぃて責任ある役員会 

(company boards) での従業員代ま制が必耍である 

というのがT U Cの立場で'ある。

このようなT U Cの観点は， ドノヴァン報告書にお 

いてもすでに明らかであり，これをうけついでTUC 
は，1974年その 1■廣業民主主義j のなかでつぎのよう 

にのぺている。

r淹業民主制は，労働する人々や労働組合の支 

配を超える—— その影響力さえもはるかに起える 

労働者に関係のある基本的で広はんな経常上の決 

定を間題として残していることは明らかである‘.. 
- 0 投資，立地条件，工場ぽj鎮,吸収および合併

(take-overs and m e r g e r s )およびその会社の製 

品の特殊化という現象は，一般に団体交渉がおと 

なわれない次元でおこっている。そして事实それ 

らの問題は，団体交渉によ◊て直接にとりあつん 

われたこともない。新しい形り管理が必耍とされ 

るj (P .況)o
このようなT U Cの見解が，西ヨーロッバ，とくに 

ドイツ連邦共和国 (西ドイツ) およびスウ:^一デンで 

の経験に依拠していることはいうまでもない。では 

U K において労働者の経営参加は，具体的にどのよう 

にして提起されるのであろうか。’第 4 章はこの問題に 

ついてのT U Cの提案について論及する。

)4C

第 4 享においては， 1974年の報告書 Industrial 
Democracyに提示されたT U Cの提案，EECの提案 

およびイギリス座業迹盟（CBI) の提案について吟味 

する。

主要なT U Cの提案は，つぎの通りである。

(a)役員会における労働者代表制は，一般に?■̂認さ 

れた独立の労働組合が要求しうる合法的な権利

(a legal r ig h t)であること。

(b)代表者の選出は，労働組合の機関を通じて行わ 

れるべきこ.と0.
0̂ )役員会の席の# 数は,労働者代表によって占め 

られるべぎこと。 .
(d)これらの条項は，2,000人もしくはそれ以上の 

従業員を雇用するあらゆる会社およびグル一プ

(all companies and grou p s)に適用されること。

(e)労働者代まの責任は，株主支配人（shareholder 
d irectors)のそれに一致するというよりは♦むし 

ろ類似的なものであること，さらに，彼らの選出 

母体への責任と報告とは保護されることj (PP. 26 
-27)。

この場合もっとも問題となるととは，団体交渉と労 

傭;者代表制との関係で，この雨者が矛盾する関係に立 

つのではないかという疑間である。これにたいして 

1974年の TU C報告書は， r資本と労働とは，ある点 

においては，近代産業のなかで同等の相手（がiial 
partner)であることj , 従って，「働く人々と厢主との 

諸関係は，従業與の側では独☆ の'労働組合による代

の形をもっとも有効にとるところの団体的な代ま 

(collective representation)を基礎に扼制され.るとい
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f t j 前提に立っている。但し，団体交渉と役員レヴCC 

ルでの労傭!代衷制が矛盾しないとすれぱ，この両者の 

役員会にぉける機能は，団体交おと従業員代表制との 

差を最小限にするようなものにしなければならぬJ と 

していることである（P. 27) „ しかしこれを実行するた 

めに会社法の規定が修正されなけれぱならないという。

これにたいし，'E C 象員会はその条令(e)コーロッパ 

て場評議会（European Works Coimcii) を設立する 

こと。すなわち，会社内のあらゆる事業所Cestめlish- 

in en t)は，従 来 0 団体交渉の機構 (machinery) を 

無視する機能をもつというととではなく，経営者の委

員会と閲速してあろ種の権利をもつということで代表 

者をおくれるようにするとと。すなわち，会社の雇用 

政策や労働条件の問題に‘ついての共同決定，監査役会 

によって招否権を発動させられるべき諸問題について 

の？I?前の相談，他の広饥な諸問題についての情報など 

である。

つぎにC B Iの提案があるわけであるが，前の二者 

とは異なる独自のものである。これらの三者の比較が 

重要である（は下次号)o
(経済学部教奶
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